
様式第１号

新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事前申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
大阪府知事　様

［申請者］

本店等の所在地　
商号又は名称　
代表者の職及び氏名　
　

　新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業の認定を受けたいので、「新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱」第５条第１項及び第２項の規定により、以下の書類を添えて事前申請します。

（添付書類）
1 新商品等の概要が分かる資料（パンフレット等）：１部
2 新商品等の概要が分かる写真：１部

3 新商品等が「新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱」別表第１のいずれかに該当することが分かる書類：１部
　　　※　留意事項

　　　　・提出される書類はＡ４版とします。

　　　　・提出された書類は返却いたしません。

　　　　・提出された書類はこの事業にのみ使用し、その他の目的に使用いたしません。
　　　　・添付資料の追加提出を依頼する場合があります。
　　　　・事前申請書及び①から③の添付書類はデータで提出してください。

Ⅰ　認定を受けようとする事業者の概要
	（ふりがな）
商号・名称

	

	
	

	（ふりがな）
代表者職・氏名

	

	
	

	所在地
（本店・主たる事務所）
	

	設立年月日
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	従業者数
	常用　　　　名　・　臨時　　　　名

	事業内容

	

	業種

	※日本標準産業分類の小分類のうち、該当するものをひとつ記入してください。



	ウェブサイト
	※ウェブサイトのURLを「http…」又は「https…」から記入してください。



	連絡担当　　氏名
	

	部署・役職
	

	TEL
	

	FAX
	

	電子メール
	


以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆本店の確認
	□大阪府に主たる事務所（会社は本店として登記）を有する
	

	◆中小企業の確認

	業種　　　＝
	

	
	資本金　　＝
	

	
	従業者数　＝
	


◆欄は記入不要
Ⅱ　新商品等について
	（ふりがな）
新商品等の名称
	

	
	

	新商品等の概要

	※新商品等の機能、用途、特徴などを80文字程度で、簡潔に記入してください。

	
	

	新商品等の新規性
	※他の商品等にない新規性、又は、既存の商品等と比較して、著しく異なる使用価値を40文字程度で記入してください。



	新商品等の分類
	※「防災」「環境」「福祉」「医療」「教育」「業務・生活」「その他」のうち、新商品等が最も当てはまる分類をひとつ記入してください。



	府の機関で想定

される使途
	※府の機関において見込まれる使途を40文字程度で記入してください。



	サンプル品の提供可否
	※ご提供いただいたサンプル品が破損した場合等、大阪府は一切の責任を負いませんのでご注意ください。

□提供可能　　・　　□提供不可

	参考販売価格
（税込み）
	※府の機関が購入を検討する単価です。最小販売単位なども併せて記入してください。
１個あたり　　　　　　　円（最小販売単位　　　　　）

	開発期間及び

販売開始時期
	※自社で開発し、販売開始後概ね５年以内であることが要件です。

	
	○研究開発期間　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月

○販売開始時期　　　　　年　　月

	法律の承認（認定）を受けた計画等の状況

	※該当する項目を■印とし、必要事項を記入してください。
□法律の承認（認定）
※中小企業等経営強化法第１４条の規定による知事の承認等を受けた経営革新計画に基づいて生産する商品など
承認（認定）年月日　　　　　年　　月　　日
番号　第　　　号

□府、大阪市、公益財団法人大阪産業局が実施する事業の認定等
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　
認定等年月日　　　　　年　　月　　日　番号　第　　　号
□国及び市町村等からの表彰や認定等
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　
認定等年月日　　　　　年　　月　　日　番号　第　　　号

	大阪ヘルスケアパビリオンのリボーンチャレンジへの出展
	□大阪ヘルスケアパビリオンのリボーンチャレンジに出展した商品等
　　　リボーンチャレンジ出展期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　
      リボーンチャレンジ出展テーマ　　　　　　　　　　　　　　　　　　

リボーンチャレンジ実施主体　　　　　　　　　　　　　　　　　


	社会貢献、社会課題解決につながる新商品等
	□社会貢献や社会課題解決につながる新商品等で、国又は地方公共団体（大阪府を除く。）への導入実績
※販売先（国又は地方公共団体名）、販売日、販売数を販売先ごとに記載してください。本欄に記載しきれない場合は資料を添付してください。



以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆自社開発/販売期間確認
	□自社で開発し、販売開始後概ね５年以内であること（「新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱」別表第１（４）を除く）
	

	◆法律の認定等の確認
	□法律の承認を受けた計画等により生産する新商品等であること
	


◆欄は記入不要
【申請区分】　（　　　）新商品の生産


（　　　）新役務の提供


　※該当するいずれかの項目を○で囲んでください。











